
平成２６年度 事務事業評価シート
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4

Ⅱ

単位
基準値

Ｈ16
実績値

Ｈ25

％ 29 25.4

Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ24
実績

Ｈ25
実績

Ｈ26
目標

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ24
決算

Ｈ25
決算

Ｈ26
予算

Ｈ27
予算案

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

180 280 280

14211002 180 280 280 0 0 0

7,398 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

180 6,160 6,160 5,880 5,880 5,880

7,578 8,360 8,360 8,080 8,080 8,080

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

180 280 280 0 0 0

180 280 280 0 0 0

Ｈ24
決算

Ｈ25
決算

Ｈ26
予算

Ｈ27
予算案

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

実績値
Ｈ24

実績値
Ｈ26

目標値
Ｈ27

指標① 女性の審議会や委員会への登用率 30.3 26.1 25.3 26.0 －

目標 男女共同参画社会の実現を図るため、男女があらゆる分野に参画することができる社会を実現する。

指標名
中間値

Ｈ21
実績値

Ｈ22
実績値

Ｈ23

章 やさしさと共生するまち

節 男女共同参画社会の実現

施策 男女があらゆる分野に参画することができる社会の実現

40

施策
コード

施策の基本的な方向 主要な施策 具体的な内容

1-② １　女性の社会参画の促進 ②　女性の職域拡大と各種審議会等への登用促進 ・女性の職域の拡大に努めるとともに、政策や方針決定過程への女性の登用促進に努めます。

1-① １　女性の社会参画の促進 ①　地域活動、市民活動への女性参画の促進 ・地域活動や市民活動に対する女性の積極的な参画の促進に努めます。

ＮＯ 施策
事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

名称

評価の判断理由、特記事項
など
（妥当性、有効性、効率性、成
果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ27以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期間
中（Ｈ24～Ｈ26）における事業内容の
変更・改善等の状況

評価

　登別・室蘭・伊達の三市合同事業として、地
域で活動している女性を、女性教育の振興と男
女共同参画社会の形成に資することを目的とし
て運営されている独立行政法人国立女性教育会
館(通称ＮＷＥＣヌエック　埼玉県嵐山町）に派
遣し、研修を行った。（各市から３人派遣。）

室蘭・登別・伊達
三市合同女性国内
派遣研修実施要項

派遣者数 人 3 3

上記のとおり 上記のとおり

－ －

H26 ソフト
一般
会計

　地域で活動する
女性を女性教育の
先進地へ派遣する
ことにより、社会
教育関係団体等の
指導者として活躍
が期待できる女性
を育てることを目
的とする。

Ｈ24

市民(女性)

Ｈ25

上記のとお
り

Ｈ26

上記のとお
り

廃止

　男女共同参画社会の実現に
向け、女性リーダーの資質の
向上が必要であるが、本事業
における現在の派遣状況やこ
れまでの事業の効果を鑑み、
平成27年度からは、北海道で
同様の趣旨で実施している
「胆振女性リーダー養成研
修」により、事業を推進して
いく。

　平成27年度から
は、北海道で実施
している「胆振女
性リーダー養成研
修」により、事業
を推進していく。

3

Ｈ24
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ25

上記のとおり

上記のとおり実施予定 上記のとおり

Ｈ26

平成27年度からは、北海道で
同様の趣旨で実施している
「胆振女性リーダー養成研
修」に参画することとして、
関係団体等と調整を図ってい
く。合　計

－ － － － － －

1 1-①

三市合同女
性国内派遣
研修 教育

委員
会

社会
教育
Ｇ

Ｓ58

一般財源

合計

一般会計　合計

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

全会計　合計

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

合計

区分【再掲】


